
資料１

平 成 25 年 ９ 月

国分寺市　政策部　政策経営課



１　実施プランの趣旨

２　計画期間

３　推進体制

４　達成状況の公表

５　指標と達成率

６　達成率設定の考え方及び評価

【設定】
○ 実施プランの事業によって，達成率の設定の仕方は異なります。設定の仕方は，
　以下の３つを基本にしています。
　　Ａ　毎年度取組を継続して実施し，目標を目指す事業
　　　　　単年の達成率を20％として，累計で100％を目指します。

　　Ｂ　制度等を検討し，試行実施等を経て，本格実施等により目標を目指す事業
　　　　　・主に検討に類する取組　5％
　　　　　・主に試行実施に類する取組　25％
　　　　　・主に本格実施に類する取組　50％
　　　　　・その後取組を継続するものは，残りのパーセント（100－それまでの合計％）を
　　　　　　残りの年数で割って得た数値とする。

　　Ｃ　ＡＢに分類されないその他の事業

　　※　なお，前年度の取組を踏まえ，その後の達成率の見直しを行います。

【評価】
○ 達成率の評価は，計画で示した達成率を基に，６段階で当該年度の評価を行うことを基本と
　します。ただし，計画より前倒しで目標とする状態に達した場合などは除くものとします。
　　例 ： 検討が予定どおり進んだ 5％　←１刻み→　０％ 検討が全く進まなかった

○ 達成率の表記において，数値化を基本としますが，数値化することによってわかりづらい
　場合は必要により文言表記を行います。
　　例 ： 計画期間中に目標を達成した場合，累計を100％と表記し，その後の単年の達成率欄は「継続」等の

　　　　 　文言表記を行います。

　本実施プランは，行政改革を確実に推進するための具体的な実施内容と成果目標を年度ごとに
わかりやすく定めました。
　また，目標に向けた達成状況がわかるように，達成率を示しました。計画の達成率は，進行管
理票内の「目標が達成された状態」にどれだけ近づいたかを示すもので，目標に到達した状態が
100％になります。

　市では，「第四次国分寺市長期総合計画・後期基本計画（国分寺づくり編）」に位置づけられ
た目標を達成するための行政経営の方向性を示した「国分寺市行政改革プラン（第四次行政改革
大綱）」を平成24年５月に策定しました。
　本実施プランは，「国分寺市行政改革プラン（第四次行政改革大綱）」を実現させるための具
体的な取組を示したものです。
　また本実施プランは，平成24年３月に策定した「財政健全化戦略プログラム」の取組を推進す
る観点から，その取組の一部も含めたものとなっています。

　本実施プランの計画期間は，平成24年４月から平成29年３月までとします。この期間は，「第
四次長期総合計画・後期基本計画」の計画期間と同じになります。

　本実施プランを確実に実行するために，年度ごとにその達成状況を取りまとめ，市長を本部長
とする「国分寺市行政改革推進本部」において確認を行い，特に取組が遅れている事業について
は，直接本部がその進行を管理します。

　本実施プランの達成状況は，年度ごとにその取組と今後の対応を市報やホームページなどを活
用して広くお知らせします。また，公表にあわせて取組の推進に関するご意見をお寄せいただけ
るように広報するとともに，いただいたご意見を踏まえて取組の強化を図ります。
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　 職員数の適正化

　 わかりやすい情報の提供・情報のポイントの整理【市報】 総合情報課

市民意見の収集

　 わかりやすい情報の提供・情報のポイントの整理【市ホームページ】 総合情報課

市民活動の推進

　 協働事業の推進 協働コミュニティ課

　 地域コミュニティの組織力の強化
協働コミュニティ課

くらしの安全課，福祉計画課

財政課

   枠配分方式による予算編成 財政課

行政サービスの見直し

行政改革実施プラン　対象項目

市民へのアプローチ 所管課

情報提供の徹底

　 無作為抽出による市政参加制度の実施 政策経営課

 　ICTを活用した幅広い意見の収集 総合情報課

行政へのアプローチ

　 アウトソーシングの推進 政策経営課

　 組織の再編成・簡素化 政策経営課

行政運営の見直し

　 業務プロセスの分析 政策経営課

政策経営課

　 業務マニュアルの整備 政策経営課

　 当初予算と決算の乖離の解消 財政課

　 政策法務の推進

   公共建築物の効率的な施設管理
政策経営課，財政課

総務課，教育委員会，建設課

政策法務課

　 職員任用制度の改革 職員課

   人事考課制度を核としたトータル人事制度の構築 職員課

安定した歳入確保

　 受益者負担の見直し 政策経営課

　 公債費の軽減（高金利債の借換・繰上償還） 財政課，下水道課

   高徴収率の維持・向上等 納税課

財政課

所管課

　 積立金（基金残高）の確保

職員力の強化

　 国保特別会計繰出金の適正化 保険課

   未利用財産の有効活用 財産管理課

　 行政評価制度の拡充 政策経営課

　 大胆な経常経費の削減



累計 30%

30%

累計 0

・検討を反映した
紙面の試験的に作
成

成果

平成28年度

・合評会の開催
・紙面の構成、
フォント、タイト
ルの検討。
・電子書籍、音声
配信の検討

平成26年度 平成27年度

実
施
状
況

実施内容

平成24年度 平成25年度

（

円
）

効
果
額

単年 0

達成率
単年

→

20%

累計 20% 40% 60% 80% 100%

20% 20%

成果目標
・わかりやすい市
報への改善

→ →

達成率
単年 20% 20%

アウトカム
（目標が達成された

状態）

　市報が見やすい紙面で構成されるとともに，情報のポイントが整理されて，わかり
やすく提供されている。それによって，市民の間で市政情報の共有が図られている。

→

→

平成28年度

計

　
画

実施内容

平成24年度 平成25年度 平成26年度

・合評会の開催
・合評会の意見を踏
まえた紙面構成・内
容の見直し
・市報の電子書籍化
・SNS活用の検討と
推進

→

現状・課題

　平成23年１月に実施した市民意向調査によると，市報を見ていると答えた市民は，
全体で78.5％となっている。市報は，市の現状や取組等を市民に知っていただく最も
有力な情報媒体でありますが，提供できる情報量に制約があることから，情報の
「質」を高めていくと同時に，市ホームページやSNS（ソーシャルネットワーク）の活
用により市報を補完し情報の入手方法の多様化を図る必要がある。

平成27年度

・合評会を年2回
開催し，市報のあ
り方についてご意
見をいただく。
・合評会でのご意
見を踏まえた見直
し

→

　※ 市報国分寺等合評会 ： 市報に関する内容やあり方，諸課題について市民に合評していただき，
　　　　　　　　　　　　 　市民の発想や視点を市報編集に取り入れていくために開催する市民の声を
　　　　　　　　　　　　 　聞き取る場

取組内容
・市報国分寺等合評会（以下、合評会 ※）を開催し，市民が求めている情報を把握し市報作成
に反映する。合評会の開催にあたっては，内容・目的を周知し，幅広い市民にご参加いただくよ
う努める。

行政改革実施プラン　進行管理票

事業分類
市民へのアプローチ

情報提供の徹底
所管課 総合情報課

事業名 わかりやすい情報の提供・情報のポイントの整理【市報】
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事業名 わかりやすい情報の提供・情報のポイントの整理【市ホームページ】

行政改革実施プラン　進行管理票

事業分類
市民へのアプローチ

情報提供の徹底
所管課 総合情報課

　※ ウェブアクセシビリティ ： ホームページ等の利用に何らかの制約があったり利用に不慣れな人々
     を含めて，誰もがホームページ等で提供される情報や機能を支障なく利用できること

取組内容

・役に立つ情報・役に立たなかった情報の評価に対するコメントを入力できるよう改
修し，情報発信の改善につなげる。
・ホームページ上にアンケートフォームを設け，意見の収集を行う。
・総務省の「みんなの公共サイト運用モデル」の基準にあわせ，内部系システム等の
最適化の時期に合わせ，ホームページの見直し・検討を行う。
・SNSの活用方法を検討し、市報を補完する機能の充実を図る。

20% 40%

・新ホームページ
の稼働
・SNSとの連携

平成27年度 平成28年度

計

　
画

20%

アウトカム
（目標が達成された

状態）

　最新の市政の取組や現状にかかる必要な情報が，わかりやすく，情報のポイントが
整理されて提供されている。それによって，市民の間で市政情報の共有が図られてい
る。

平成24年度 平成25年度 平成26年度

実施内容
・ツイッターの運
用の継続
・フェイスブック
等他のメディアに
よる情報提供開始

・ホームページリ
ニューアル
・ツイッターの運
用の継続
・フェイスブック
等他のメディアに
よる情報提供開始

・ツイッター，
フェイスブック等
の運用の継続

現状・課題

　平成23年１月に実施した市民意向調査によると，市ホームページを見ていると答え
た市民は，全体で18.8％となっている。市ホームページは，市の現状や取組等を市民
に知っていただく有力な情報媒体であり，最新の情報を市報より早くお伝えすること
ができる。今後，ウェブアクセシビリティ ※，情報の「質」を高めていくと同時に
SNS等の活用により受信方法の多様化を図る必要がある。

成果目標

・入力されたコメ
ント等をもとに改
善を図り，分かり
やすい情報の提供

→

・コメント入力の
改修の実施
・アンケート
フォームの設定
・みんなの公共サ
イト基準に向けた
計画の策定

・次期システムの
選定、調達
・ツイッターの新
基準による運用の
実施
・フェイスブック
等他のメディアに
ついて検証・検討

累計

20%

20% 20%

→→

80%

20% 20%

60%累計

実
施
状
況

実施内容

平成24年度 平成25年度

（

円
）

効
果
額

・ホームページ上
のアンケート
・市民意見を聴く
会開催
・次期システム機
能要件の検討と追
加

達成率
単年

達成率
単年

100%

成果

平成26年度 平成27年度 平成28年度

単年 0

・市民及び職員に
使いやすい次期機
能要件を策定

累計 20%

0
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達成率
単年 20%

（

円
）

効
果
額 累計 0

単年 0

平成28年度平成26年度 平成27年度

実
施
状
況

実施内容

平成24年度 平成25年度

累計 20%

・SNS活用ガイド
ライン策定、公式
ツイッター運営要
領の改訂
・課のツイッター
開設

15%

→

35% 85% 100%

25% 50%

成果目標

成果
・8課でツイッ
ター新設

・運用基準、ガイド
ライン等の策定
・庁内運用体制の確
立

・新基準による運用
・SNSの検証結果

・新ホームページと
の連携
・導入手法の明確化

・導入準備及び情
報提供開始

達成率
単年

5% 10%

平成27年度

・現在のツイッ
ターの見直し検
討を行う
・運用基準，ガ
イドライン等の
策定

・ツイッターの新
基準による運用の
実施
・フェイスブック
等他のメディアに
ついて検証・検討

・ツイッターの運
用の継続
・フェイスブック
等他のメディアの
検証結果により導
入の検討

5%

→

・ツイッターの運
用の継続
・フェイスブック
等他のメディアに
よる情報提供開始

平成28年度

計

　
画

実施内容

平成24年度 平成25年度 平成26年度

5%

累計

取組内容

・ソーシヤルメディア等の各種情報通信技術の特性と機能，セキュリティ対策等について検討
を進める。
・庁内の基本方針決定後，運用基準・ガイドライン等の策定を進める。

現状・課題

　高度化するICT (情報通信技術)とモバイル機器の急速な普及によって，市民の情報
伝達のあり方が大きく変わってきている。今後，さらに各メディアの特性を分析し、
匿名性の高い環境の中で，なりすまし等の対策を考慮し，正確な情報が提供できる環
境を構築していく必要がある。

アウトカム
（目標が達成された

状態）

　ツイッターやフェイスブックの運用環境が整備され，個人情報の保護など十分な対
策がなされた上で運用が始まっている

行政改革実施プラン　進行管理票

事業分類
市民へのアプローチ

市民意見の収集
所管課 総合情報課

事業名 ICTを活用した新たな手法の導入
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単年 0

平成28年度

無作為抽出による
市政参加制度のあ
り方について，課
内会議を実施し
た。

平成26年度 平成27年度

達成率
単年 5%

累計 0

（

円
）

効
果
額

実
施
状
況

実施内容

平成24年度 平成25年度

累計 5%

成果
来年度の実施に向
けて，課題等の確
認をした。

無作為抽出による市
政参加制度を完成さ
せ，実施する

上記計画の策定に関
して，無作為抽出参
加制度を活用し，新
しい市民の参加を得
て，意見をもらう

上記計画の策定に関
して，無作為抽出参
加制度を活用し，新
しい市民の参加を得
て，意見をもらう

上記計画の策定に関
して，無作為抽出参
加制度を活用し，新
しい市民の参加を得
て，意見をもらう

70% 85% 100%

15%

①住民基本台帳をもとに無作為抽出した市民を対象として，市政への参加を呼び掛ける仕組み
を作る。
②上記の仕組みに基づき，今まで市政に参加したことが少ない市民に，会議や意見聴取などに
参加してもらう。

「無作為抽出に
よる市政参加制
度実施事業」

住宅マスタープ
ラン策定等にて

実施

50%
達成率

単年

累計 5% 55%

15%

無作為抽出による市
政参加制度の検討を
行う

「無作為抽出に
よる市政参加制
度実施事業」

無作為抽出によ
る市政参加制度

の実施

平成25年度

成果目標

無作為抽出による市政参加制度の実施

現状・課題

　市民の市政参加の状況として，市民説明会やパブリックコメントなどの市民参加の
機会があるが，参加するのは特定の市民や利害関係者であることが多い。今まで市政
への参加の機会がより少ない方々にも参加してもらえる機会を設け，市民の意見を市
政に反映できる仕組みが必要である。

平成26年度 平成27年度

「無作為抽出に
よる市政参加制
度検討事業」

無作為抽出によ
る市政参加制度

の検討

取組内容

行政改革実施プラン　進行管理票

事業分類
市民へのアプローチ

市民意見の収集
所管課 政策経営課

事業名

「無作為抽出に
よる市政参加制
度実施事業」

子育て・子育ち
いきいき計画策
定等にて実施

アウトカム
（目標が達成された

状態）

　今まで市政に参加する機会の少なかった市民が，無作為抽出により選ばれる会議等
に参加し，それをきっかけに市政に参加することで，幅広い市民の意見が市政に反映
している。

「無作為抽出に
よる市政参加制
度実施事業」

第五次長期総合
計画策定等にて

実施

平成24年度 平成28年度

計

　
画

実施内容

5% 15%
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取組内容

　「協働の推進に向けた今後の進め方」「協働推進ガイドブック」を活用し，協働の推進に向
けて市民活動団体，職員に対し啓発を図る。
　市民活動団体・職員の協働に対する認識を高めるため，協働に取り組む市民活動団体と職員
の交流を図る。市民活動団体と市の担当課のコーディネートを積極的に行う。

行政改革実施プラン　進行管理票

事業分類
市民へのアプローチ

市民活動の推進
所管課 協働コミュニティ課

事業名 協働事業の推進

現状・課題

計

　
画

実施内容

平成24年度 平成25年度

20%
達成率

単年 20% 20%

　　　　→
・協働事業実施数
　150件

→

　提案型協働事業については試行期間を終えて総括を行い，「協働の推進に向けた今
後の進め方」と「協働推進ガイドブック」を作成して市民，職員に啓発を行った。市
民活動団体の財政基盤が弱く人手不足も解消されないなど，協働に取り組む市民活動
団体のすそ野が広がっていない状況である。

平成28年度

→

平成26年度 平成27年度

市民活動団体・
職員に対する啓
発
研修会の実施
２回

提案型・公募型
協働事業の募集
団体交流会
市民活動団体へ
の支援
研修の実施

→

累計

成果目標
協働事業実施数の増
加

40%

・提案型申込５団
体・公募型申込団体
数対募集事業数比
200％・協働事業実
施数120件

　　　　→
・協働事業実施数
　140件

実
施
状
況

実施内容

平成24年度 平成25年度

成果

0

団体交流会の趣向を
変え，地域の活性化
に取り組む事業者と
の交流を試みた。
地域に出て，団体の
現状を把握し，実情
に合った支援に取り
組んだ。

　　　　→
・協働事業実施数
　130件

20% 20% 20%

60% 80% 100%

達成率
単年 20%

累計 0

平成28年度平成26年度 平成27年度

アウトカム
（目標が達成された

状態）

　市民，職員の協働に対する意識が高まっている。
　協働の取り組みが進み市民自治が推進されている。

公募型には競合する事
業があり，５事業に対
して８団体の応募が
あった。庁内で取り組
む多様な協働が増加し
た。

（

円
）

効
果
額

単年

累計 20%

5



アウトカム
（目標が達成された

状態）

　地縁団体と知縁団体が協力しながら，地域コミュニティの活性が進められ，地域の
ふれあい活動が動き始めている。
　市内全域に自治会・町内会が組織化され，加入率が44％以上になっている。
　防災まちづくり推進地区が13地区（市全体の面積に対して41％）となっている。

累計 16%
達成率

単年 16%

累計 0

平成28年度平成26年度 平成27年度

・新たな自治会が発足し
た。
・地域のひろばを小学校区
10地区で開催した。参加者
総計387名
・市民防災まちづくり学校
参加者数41名，推進地区協
定締結に向けて２地区と協
議

単年 0

・モデル地域で自治会発足
を支援するためのチラシを
作成し配布した。
・職員によるプロジェクト
チームが企画・運営に加わ
り小学校区単位の10地区で
地域のひろばを開催。
・市民防災まちづくり学校
開催，推進地区の拡充，推
進委員会との連携

成果

40% 60%

20% 20% 20%

実
施
状
況

実施内容

平成24年度 平成25年度

（

円
）

効
果
額

80% 100%

・自主的に地域のひろばに
取り組む地域が広がり八つ
の小学校区で展開している
・市民防災まちづくり学校
への参加者が30人になって
いる。

・自主的に地域のひろばに
取り組む地域が広がり十の
小学校区で展開している
・防災まちづくり推進地区
を２地区追加する。

20%20%

平成28年度

・全地域で，自治会町内会
組織づくりに取り組む
　　　　　 →

平成25年度 平成26年度 平成27年度

・自治会町内会組織づくり
モデル地域での結果検証
　　　　　 →

・全地域で，自治会町内会
組織づくりの取り組みにつ
いて検討
　　　　　 →

累計

計

　
画

実施内容

平成24年度

・自治会町内会組織づくり
モデル地域での取組実施
・各地域で地域のひろばの
開催
・市民防災まちづくり学校
開催
・防災まちづくり推進地区
の拡充
・国分寺市民防災推進委員
会との連携

20%

成果目標

・自主的に地域のひろばに
取り組む地域が広がり六つ
の小学校区で展開している
・市民防災まちづくり学校
への参加者が30人になって
いる。

行政改革実施プラン　進行管理票

事業分類
市民へのアプローチ

市民活動の推進
所管課

協働コミュニティ課
くらしの安全課

福祉計画課

事業名 地域コミュニティの組織力の強化

現状・課題

　自治会・町内会や防災まちづくり推進地区などの地縁団体が活性化することは，市民が地域の問題（防
犯・防災等）に自ら取り組み住みよい環境を作ることにつながる。しかし現在，自治会・町内会の組織率
は41％でほぼ横ばいとなっており，防災まちづくり推進地区も11地区（市全体の面積に対して35％）と
なっている。自治会・町内会や防災まちづくり推進地区がない地域も存在している。また，自治会・町内
会においては役員の高齢化が進んでいる。多様なコミュニティの展開が必要である。

取組内容

　地縁団体と知縁団体が協力してイベントを行うことにより地域の活性化を図る。展開型の地
域のひろばを推進する。自治会・町内会組織のない北町地域をモデル地域として組織づくりに
取り組み，市内全域に広げる。結果を検証した後に自治会・町内会と連携を図りながら全地域
で実施する。
　また，災害時の地域の助け合いの体制基盤となる「防災まちづくり推進地区」の拡充を図
る。このため，平常時より防災に対する意識を出前講座や市民防災まちづくり学校などを通し
て啓発し，国分寺市民防災推進委員会などと協力して，地域の防災訓練の実施や防災活動の普
及，啓発活動を行う。

・自主的に地域のひろばに
取り組む地域が広がり二つ
の小学校区で展開している
・市民防災まちづくり学校
への参加者が30人になって
いる。

達成率
単年

→

・自主的に地域のひろばに
取り組む地域が広がり四つ
の小学校区で展開している
・市民防災まちづくり学校
への参加者が30人になって
いる。
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5%

業務プロセスの導
入に関し，課内で
検討を行った。

達成率
単年 5%

累計

累計 0

80% 100% 100%

平成26年度 平成27年度 平成28年度

実
施
状
況

実施内容

平成24年度 平成25年度

成果

先進市の現状把握
に努め，システム
構成などについて
検討

（

円
）

効
果
額

単年 0

→

達成率
単年 5% 50% 25% 20% 継続

累計 5%

平成28年度

業務プロセスの
分析手法の検討

業務プロセス分
析手法の導入・

分析

分析に基づいた
役割分担の明確

化
職員の適正配置 →

平成26年度 平成27年度

分析結果を活用
して，職員の適
正配置を行って
いる

計

　
画

実施内容

平成24年度 平成25年度

55%

成果目標
業務プロセス分
析手法の検討を
行う

分析手法を決定
し，調査を行う

分析結果を活用
して，役割分担
が明確化してい
る

取組内容
　業務の各プロセスを分析し，市が実施するべき業務かどうか，担当するのは正規職員か非正
規職員か，アウトソーシングによる実施が可能かどうかを明確にする。分析結果に基づき，適
正なプロセス・担い手となるよう業務の改善を行う。

事業名 業務プロセスの分析

アウトカム
（目標が達成された

状態）

　財団法人地方自治情報センターで開発した「職務プロセス分析システム」を導入
し，分析結果に基づき職務が適性に処理されるとともに，客観的で説得力の高い職員
数の適正化を図っている。

行政改革実施プラン　進行管理票

事業分類
行政へのアプローチ
行政運営の見直し

所管課 政策経営課

現状・課題
　市が実施しているそれぞれの業務は，不要な手続きや他の業務と重複している作業
が含まれている可能性がある。また，各業務を適正な職員数で行われているかの分析
が終了していない。
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50%

進行管理対象の16
業務のうち，粗大
ごみの収集業務，
学校修繕業務及び
小学校給食業務に
ついて，実施計画
を策定。

達成率
単年 50%

累計

累計 0

80% 90% 100%

平成26年度 平成27年度 平成28年度

実
施
状
況

実施内容

平成24年度 平成25年度

成果

上記の実施計画が策
定された業務につい
て，平成25年度より
順次アウトソーシン
グを行う予定。

（

円
）

効
果
額

単年 0

→

達成率
単年 50% 15% 15% 10% 10%

累計 50%

平成28年度

事務ごとに実施
計画を策定し，
計画に基づき，
アウトソーシン
グを実施する

→
・ひかり保育園公設民
営化
・もとまち児童館，東
元町学童指定管理導入
・小学校給食１校民間
委託

→
・日吉町学童外５学
童指定管理導入

→
・小学校給食２
校民間委託

→
・日吉保育園民
設民営の誘致
・小学校給食２
校民間委託

平成26年度 平成27年度

→

計

　
画

実施内容

平成24年度 平成25年度

65%

成果目標

実施計画に基づ
きアウトソーシ
ング導入手続き
が進んでいる

上記施設におい
て，アウトソーシ
ングを導入し，市
民サービスが向上
している

→

取組内容
　対象事務ごとにアウトソーシングを導入する目的やスケジュール等を示した実施計画を策定
し，その実施計画に基づき，アウトソーシングを推進する。

事業名 アウトソーシングの推進

アウトカム
（目標が達成された

状態）

　市民サービスの提供にあたって，アウトソーシングによる民間ノウハウを活用し
て，利用者の満足度が高く，かつ効率的・効果的な運営を行っている。

行政改革実施プラン　進行管理票

事業分類
行政へのアプローチ
行政運営の見直し

所管課 政策経営課

現状・課題

　平成21年度に「アウトソーシング基本方針」を策定し，この方針に基づき，アウト
ソーシング対象事務の選定を行った。対象事務ごとに検討を行い，個別に実施計画を
策定している。個別のアウトソーシング導入にあたっては，関係者へ十分に説明し，
理解してもらう必要がある。
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8%

社会情勢や直近の
課題を踏まえ，検
討委員会を10回開
催し報告書をまと
めあげた。

達成率
単年 8%

累計

累計 0

60% 80% 100%

平成26年度 平成27年度 平成28年度

実
施
状
況

実施内容

平成24年度 平成25年度

成果

さらに庁内調整をする必要
があることから，平成25年
４月１日施行の機構改革は
行わないこととし，次年度
へ引き継いだ。

（

円
）

効
果
額

単年 0

→

達成率
単年 20% 20% 20% 20% 20%

累計 20%

平成28年度

・機構改革検討
委員会において
検討する

→ → → →

平成26年度 平成27年度

→

計

　
画

実施内容

平成24年度 平成25年度

40%

成果目標
スリムで合理
的・効率的組織
の確立

→ →

取組内容
　機構改革検討委員会において，スリムで合理的・効率的な組織を目指し，時代に合った組織
体制を整備する。

事業名 組織の再編成・簡素化

アウトカム
（目標が達成された

状態）

　市民にわかりやすく，効率・効果的な組織が編成されるとともに，将来を見据えた
一定規模の部構成及び課構成の中で，事業マネジメントが展開されている。

行政改革実施プラン　進行管理票

事業分類
行政へのアプローチ
行政運営の見直し

所管課 政策経営課

現状・課題
　配置されている職員数に差があり，課長を含めた職員数（再任用・嘱託含む）５人
以下の課が，市長部局及び教育委員会において６課ある。迅速・柔軟に市民ニーズに
対応するため，スリムで合理的・効果的な組織編成に向けて検討が必要である。
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0%

・３業務につい
て，アウトソーシ
ング実施計画を策
定。
・業務プロセス分
析システムの導入
について検討。

達成率
単年 0%

累計

累計 0

50% 75% 100%

平成26年度 平成27年度 平成28年度

実
施
状
況

実施内容

平成24年度 平成25年度

成果

・上記３業務について平成
25年度より順次アウトソー
シング。
・業務プロセス分析システ
ムの構成などを検討。

（

円
）

効
果
額

単年 0

職員数の適正化
を図り，26市中
５位以内に入る

達成率
単年 ― 25% 25% 25% 25%

累計 ―

平成28年度

職員（正規・再
任用・嘱託職
員）の適正配置
・アウトソーシ
ング実施計画策
定
・業務プロセス
分析手法の検討

職員（正規・再任
用・嘱託職員）の
適正配置
・アウトソーシン
グの導入
・業務プロセス分
析手法の導入，分
析

職員（正規・再任
用・嘱託職員）の
適正配置
・アウトソーシン
グの導入
・分析に基づいた
役割分担の明確化

職員（正規・再
任用・嘱託職
員）の適正配置
・アウトソーシ
ングの導入

職員（正規・再
任用・嘱託職
員）の適正配置

平成26年度 平成27年度

職員数の適正化
を図り，26市中
８位以内に入る

計

　
画

実施内容

平成24年度 平成25年度

25%

成果目標

・アウトソーシ
ング導入手続き
の推進
・分析手法の検
討

職員数の適正化
を図り，26市中
12位以内に入る

職員数の適正化
を図り，26市中
10位以内に入る

取組内容
　アウトソーシングの実施や業務プロセスの分析を踏まえた取組などによって，職員数の抑制
を図ることで，総職員数の適正化を図る。

事業名 職員数の適正化

アウトカム
（目標が達成された

状態）

　アウトソーシングの推進等により，業務の見直しを進め，スリムで効率的な組織に
よって市民サービスを提供している。また，職員一人当たりの人口が26市中上位に
入っている。

行政改革実施プラン　進行管理票

事業分類
行政へのアプローチ
行政運営の見直し

所管課 政策経営課

現状・課題
　平成24年４月１日現在，総職員数682人であり，職員一人当たりの人口171.8人で，
26市中14位となっている。職員数については，少ないほど人件費がかからないが，市
民サービスが低下しない，もっとも適正な人員数を検討する必要がある。
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2%

課内において庁内
の業務マニュアル
様式の検討を行っ
た。

達成率
単年 2%

累計

累計 0

70% 85% 100%

平成26年度 平成27年度 平成28年度

実
施
状
況

実施内容

平成24年度 平成25年度

成果
具体的な様式の決
定には至っていな
い。

（

円
）

効
果
額

単年 0

→

達成率
単年 5% 50% 15% 15% 15%

累計 5%

平成28年度

庁内の業務マ
ニュアル様式

検討

業務プロセス分
析に基づくマ

ニュアル手順の
精査

分析精査に基づ
いたマニュアル

整備

マニュアル整備
の拡大

→

平成26年度 平成27年度

完成したマニュ
アル活用による
引継ぎ事務等の
効率化

計

　
画

実施内容

平成24年度 平成25年度

55%

成果目標

業務プロセス導
入にあわせてマ
ニュアル様式の
作成できるよう
検討する

業務プロセスの
活用により，マ
ニュアルの基礎
データをつくる

分析精査に基づ
いたマニュアル
を完成させる

取組内容
　業務プロセスの分析に合わせて，市の各業務について，統一した様式を使った業務マニュア
ルを整備する。

事業名 業務マニュアルの整備

アウトカム
（目標が達成された

状態）

　業務マニュアルを整備したことにより，効率よく業務を進めることができている。
　さらに人事異動や指定管理者の切り替え時においても，業務マニュアルを活用して
円滑に引継ぎを行うことができている。

行政改革実施プラン　進行管理票

事業分類
行政へのアプローチ
行政運営の見直し

所管課 政策経営課

現状・課題
　市が行っている事業について，全課全業務で業務マニュアルを整備している状態に
なっておらず，人事異動時や職員不在時に適正な対応が取れない恐れがある。
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アウトカム
（目標が達成された

状態）

　過去の決算状況から，予算編成作業のさらなる精度向上が図られ，歳入決算額に対
する実質収支の割合が，過去10年間（平成14～23年度）の最小値 1.14％以下に抑制
されている。

成果

累計 0%

単年 0

累計 0

実
施
状
況

実施内容

平成24年度 平成25年度

（

円
）

効
果
額

達成率
単年 0%

平成28年度

対象費目について
検討を行った。

平成26年度 平成27年度

対象費目は未決
定。（精査中）

100%

→

▲435,886千円
※

25% 50% 15%

実質収支の圧縮

▲435,886千円
※

→

　一般会計における過去10年間（平成14～23年度）の実質収支は，平均で ８億7,600
万円を超過している。これを財源不足により未実施となっている事業の財源として活
用し，予算の有効活用・市民サービスの拡充を図る必要がある。

平成28年度

試行結果の検
証・本格実施

平成26年度 平成27年度

35%累計 5% 85%

5%

10%

分析対象事業の
選定・データ収
集・分析

予算計上ルール
の検討・試行実
施

平成25年度

成果目標 対象費目の決定
分析結果のまと
め

予算計上ルール
の決定

現状・課題

計

　
画

実施内容

平成24年度

達成率
単年 5%

対象費目の検討

　※　過去10年間の歳入決算額(385,739,599千円)に対する実質収支(8,760,198千円)の割合(2.27％)を
      1.14％ に抑制した場合の単年度影響額

取組内容
①見積数値と実績値の関係分析（積算単価と入札価格，受給見込と給付実績など）

②見積数値の一定割合を積算から控除するなどのルール化

行政改革実施プラン　進行管理票

事業分類
行政へのアプローチ
行政運営の見直し

所管課 財政課

事業名 当初予算と決算の乖離の解消

12



5%

各施設の設計図書
等を収集し，情報
の抽出・整理を行
い「公共建築物の
情報管理台帳」が
ほぼ完成した。

達成率
単年 5%

累計

累計 0

60% 80% 100%

平成26年度 平成27年度 平成28年度

実
施
状
況

実施内容

平成24年度 平成25年度

成果

目的に向けての基
礎作業であったた
め財政効果につい
ては平成24年度は
無い。

（

円
）

効
果
額

単年 0

計画的修繕の実
施

達成率
単年 5% 5% 50% 20% 20%

累計 5%

平成28年度

公共建築物に関
する情報の一元
化

(仮称)「施設管
理方針」の検討
（緊急に必要な
修繕の洗い出し
と対策検討）

(仮称)「施設管
理方針」の作成
と中長期修繕計
画の作成

修繕計画に沿った
設計
ファシリティマネ
ジメントの検討

計画的修繕の実施
ファシリティマネ
ジメントの一部実
施

平成26年度 平成27年度

計画的修繕の準
備

計

　
画

実施内容

平成24年度 平成25年度

10%

成果目標
情報管理台帳の

作成
主要施設選定と
劣化状況の把握

主要施設の修繕
計画の作成

取組内容

①公共建築物に関する情報（設計図書，修繕履歴等）の一元化
②緊急に必要な修繕の洗い出し
③現状をもとに施設の順位付けを主とした（仮称）「施設管理方針」の作成
（小中学校含む）
④中長期修繕計画の作成，ファシリティマネジメントの検討
⑤設計→工事の実施

事業名 公共建築物の効率的な施設管理

アウトカム
（目標が達成された

状態）

　市公共建築物について，劣化状況，利用状況等の実態把握がされている。
　施設と更新すべき部位の優先順位を付け，計画的修繕等が行われている。
　施設管理方針が策定され，公共施設の最適化に向けて，国分寺市のファシリティマ
ネジメントが動き出している。

行政改革実施プラン　進行管理票

事業分類
行政へのアプローチ
行政運営の見直し

所管課
政策経営課・財政課
総務課・教育委員会

建設課

現状・課題

　市の公共建築物は年々老朽化が進んでおり，修繕や建替え等の必要性が増加してい
る。現在は所管ごとに施設管理を行っており，公共建築物の存続を含めた利活用につ
いてビジョンが無く場当たり的修繕を繰り返しており，財政的に非効率な状況にある
ため，全庁的に今後生じる修繕等を把握し，効率的な順番で修繕等を行う必要があ
る。

13



アウトカム
（目標が達成された

状態）

　市民に身近なところで，地域に相応しい独自の施策や行政サービスを提供していく
ため，各行政分野に共通した法的問題や地域の独自施策を法的に設計し構築或いは再
構築する法務能力を備えた専門職員が育成され，各行政分野において活躍している。
　また，各職場において大綱本文のとおり法制執務の視点でのBPR ※が日常的に行わ
れている。
　訴訟法務にも適応可能な政策法務の体制が整備され，法務の視点が様々な市政に活
かされ，安心のまちづくりが行われている。

成果

累計 4%

単年 0

累計 0

実
施
状
況

実施内容

平成24年度 平成25年度

（

円
）

効
果
額

達成率
単年 4%

平成28年度

①例規等に基づく
事務執行状況の確
認調査。
②法務能力向上た
めの人材育成の仕
組みの検討。

平成26年度 平成27年度

①上記調査により
状況が確認されて
いる。
②上記検討がされ
ている。

100%

②左記の成果のみな
らず、自主グループ
活動で深化させた知
識を当該職員が活用
し各職場で活躍して
いる。

50% 20% 20%

②左記の成果のみな
らず、制度実施で育
成された職員が自主
グループ活動により
さらに知識を深化さ
せている。

→

　地方分権改革の進展に伴い，職員の資質向上，特に政策形成と法務能力の向上の必
要性が高まっている。人材育成基本方針の中でも重点的に着目して，庁内外の研修や
OJTなど諸施策に取り組んでいるが，即効的な能力向上にはなっていないのが現状で
ある。
　そこで，職員の政策法務能力の向上を図り，法令準拠はもとより，大綱本文のとお
り法制執務の視点で職場のBPRに取り組むなど，目に見えた改善につなげていくこと
が課題である。

平成28年度

→

平成26年度 平成27年度

60%累計 5% 80%

5%

10%

①例規等に基づく事
務執行の見直し支
援。②法務能力向上
ための人材育成の仕
組みの検討と制度創
設。

②法務能力向上ため
の人材育成制度の実
施。

平成25年度

成果目標

①上記状況が確認さ
れ，見直しを必要と
する部署を支援して
いる。②上記人材育
成の仕組みの検討が
されている。

①見直しを必要とす
る部署の支援が完了
している。②上記人
材育成の仕組みの検
討が完了し，制度が
創設されている。

②上記人材育成制度
の実施に伴う研修等
の充実により専門性
を有した職員が育成
されている。

現状・課題

計

　
画

実施内容

平成24年度

達成率
単年 5%

①例規等に基づく事
務執行状況の確認調
査，見直し支援。②
法務能力向上ための
人材育成の仕組みの
検討。

　※　ＢＰＲ ： コスト，品質，サービス，スピードなどのパフォーマンスを劇的に改善するために
　　　　　　　　ビジネス・プロセスを根本的に考え直し，それを抜本的にデザインし直すこと。

取組内容
①例規等に基づく事務執行状況を確認し，見直しを必要とする部署への支援を行う。
②法務能力向上のための長期継続的な人材育成の仕組みを，職員課との連携により構築し，そ
の実現を図る。

行政改革実施プラン　進行管理票

事業分類
行政へのアプローチ

行政運営手法の見直し
所管課 政策法務課

事業名 政策法務の推進

14



4%

施策評価の本格実
施

達成率
単年 4%

累計

累計 0

60% 80% 100%

平成26年度 平成27年度 平成28年度

実
施
状
況

実施内容

平成24年度 平成25年度

成果

初めて施策評価を
実施することがで
きた。しかし，次
年度予算への反映
ができなかった。

（

円
）

効
果
額

単年 0

→

達成率
単年 20% 20% 20% 20% 20%

累計 20%

平成28年度

施策評価の本格
実施

→ → → →

平成26年度 平成27年度

→

計

　
画

実施内容

平成24年度 平成25年度

40%

成果目標

事務事業評価，
施策評価の結果
を活用して業務
の改善をする

→ →

取組内容

　全事務事業を対象とした事務事業評価と，長期総合計画の重点目標を単位とした施
策評価を実施し，施策評価の内容を職員の行政評価委員会による二次評価を行う。ま
た，二次評価のうち改善の評価となった施策を対象に，市民や識見者による組織にお
いて第三者評価を実施する。その後，その評価結果に基づき，事務事業等の見直しを
行う。

事業名 行政評価制度の拡充

アウトカム
（目標が達成された

状態）

　事務事業評価及び施策評価により，事業の優先順位が明らかにされるとともに，常
にスクラップ・アンド・ビルドが行われ，市民ニーズに適応したサービスを展開して
いる。

行政改革実施プラン　進行管理票

事業分類
行政へのアプローチ

行政サービスの見直し
所管課 政策経営課

現状・課題
　平成17年度から事務事業評価制度を全事務事業対象に本格実施し，その評価結果を
予算に反映させる仕組みとしている。しかし，財政状況の改善につながるほどの削減
にはつながっていない。
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平成28年度

各課の事務事業を
分類（義務・任意
等）した資料の収
集を行った。

累計 0%

アウトカム
（目標が達成された

状態）

　全ての事業（法令により実施が義務付けられているものを除く。）が優先順位付け
され，歳入規模に見合った歳出予算編成の環境が整備されている。経常収支比率が改
善し，弾力的な財政運営が実現されている。

実
施
状
況

実施内容

平成24年度 平成25年度

（

円
）

効
果
額

単年 0

達成率
単年 0%

平成26年度

10%

任意事業を抽出。
（精査中）

平成27年度

任意事業の抽出 →

累計 0

25%

35%

成果

85% 100%累計 5%

5%

平成26年度 平成27年度

50% 15%

経常経費の削減

対象事業の分別
（義務・任意）

任意事業の優先
順位付け

事業の取捨選
択・試行実施

計

　
画

実施内容

平成24年度 平成25年度

達成率
単年 5%

行政改革実施プラン　進行管理票

事業分類
行政へのアプローチ

行政サービスの見直し
所管課 財政課

事業名 大胆な経常経費の削減

現状・課題

成果目標

取組内容
①法令等により実施が義務付けられていない，市が任意に実施している事業の抽出

②市が任意に実施している事業の優先順位付け

→

優先順位の決定
事業の縮小・廃
止

　枠配分方式の活用などにより経常経費の削減に取り組んできたが，経常収支比率は
平成23年度決算で多摩26市中最悪の数値（99.3％）となっている。新たな課題解決の
ため，実効性のある歳出削減策を速やかに構築する必要がある。

平成28年度

試行結果の検
証・本格実施
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平成28年度

平成25年度予算編
成を枠配分方式に
より実施した。
（消耗品・印刷製
本費・備品購入費
の対前年度比25％
以上の削減）

累計 20%

アウトカム
（目標が達成された

状態）

　財政調整基金の取崩や臨時財政対策債の発行に依存することなく，当該年度の歳出
は，当該年度の歳入をもって賄われている。収支均衡型予算が，継続的に編成されて
いる。

実
施
状
況

実施内容

平成24年度 平成25年度

（

円
）

効
果
額

単年 464,993,000

達成率
単年 20%

平成26年度

40%

対25年度財政フ
レーム一般財源で
464,993千円の経
費を削減した。

平成27年度

枠配分額の達成 →

累計 464,993,000

20%

60%

成果

80% 100%累計 20%

20%

平成26年度 平成27年度

20% 20%

→

枠配分方式の実
施

枠配分方式の実
施・見直し

→

計

　
画

実施内容

平成24年度 平成25年度

達成率
単年 20%

行政改革実施プラン　進行管理票

事業分類
行政へのアプローチ

行政サービスの見直し
所管課 財政課

事業名 枠配分方式による予算編成

現状・課題

成果目標

取組内容
①実施方法の見直し（事業を持たない部課，経費削減に繋がる事業の取扱いなど）

②枠配分方式の継続実施

→

枠配分額の達
成・見直しルー
ルの策定

枠配分額の達成
（見直しルール
の修正）

　枠配分方式は，平成18～22年度の５年間に，毎年２億３千万円超の経常経費削減を
実現したが，急速な民生費の伸び（平成18～22年度：46億6,200万円 43.03％増）な
どの影響により，未だ収支均衡型予算編成が困難な状況にある。各部局に対し予算編
成上の上限額を設定し，予算の肥大化を抑制する必要がある。

平成28年度

→
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5%

対応協議会を９回
開催し，使用料・
手数料の適正化に
ついて協議を行っ
た。

達成率
単年 5%

累計

累計 0

70% 85% 100%

平成26年度 平成27年度 平成28年度

実
施
状
況

実施内容

平成24年度 平成25年度

成果

平成25年第１回定例
会において，手数料
の受益者負担の適正
化を図った手数料条
例が可決された。

（

円
）

効
果
額

単年 0

→

達成率
単年 5% 50% 15% 15% 15%

累計 5%

平成28年度

関係課での協議
をもとに，順次
適正化を図る

公共施設の運営
について検討

状況に応じ，適
正に進める

状況の把握と見
直しの必要性等
の検討・検証

→

平成26年度 平成27年度

→

計

　
画

実施内容

平成24年度 平成25年度

55%

成果目標
協議をもとに，
料金の見直しを
図る

受益者負担の適
正化

→

取組内容
　『使用料・手数料の適正化方針』に基づき，各行政サービスの使用料・手数料を見
直し，適正化を図る。

事業名 受益者負担の見直し

アウトカム
（目標が達成された

状態）

　市の使用料・手数料について，適正な受益者負担のもとに行政サービスが提供され
ている。また，定期的に見直しを行っている。
　受益者負担の考えが周知され，公平公正な市政運営がなされるとともに，公共施設
の地域運営の話し合いが活発に進められている。

行政改革実施プラン　進行管理票

事業分類
行政へのアプローチ
安定した歳入確保

所管課 政策経営課

現状・課題
　平成23年９月に策定した『使用料・手数料の適正化方針』に基づき，使用料・手数
料の見直し作業を行っている。
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平成28年度

決算剰余金の２分
の１以上の積立を
はじめ，基金全体
で725,484千円
（利子含む）の積
立を行った。

　※　財政フレームの基金積増分80％を上限とした積立額　　　　　　　　（単位：千円）
　　　財政調整基金：24)169,809　25)34,863　26)298,986　27)312,022　28)198,074
　　　減債基金　　：24)106,130　25)53,039　26)186,866　27)195,014　28)123,796

累計 0%

アウトカム
（目標が達成された

状態）

　財政調整基金 20億円（庁舎建設基金廃止に伴う　1,597,824,296円を除く。），減
債基金 10億円の残高が確保され，有事の際の財政出動に耐え得る財政力を備えてい
る。

実
施
状
況

実施内容

平成24年度 平成25年度

（

円
）

効
果
額

単年 ▲ 58,516,000

達成率
単年 0%

平成26年度

40%

補正予算への財源対
応等のため，成果目
標を達成できなかっ
た。（基金全体の取
崩額784,000千円）

平成27年度

基金残高の増

\275,939千円 ※

→

\321,870千円 ※

累計 ▲ 58,516,000

20%

60%

成果

80% 100%累計 20%

20%

平成26年度 平成27年度

20% 20%

→

\507,036千円 ※

決算剰余金の積
立

決算剰余金の積
立・積立ルール
の検討

ルール化された
基金の積立

計

　
画

実施内容

平成24年度 平成25年度

達成率
単年 20%

行政改革実施プラン　進行管理票

事業分類
行政へのアプローチ
安定した歳入確保

所管課 財政課

事業名 積立金（基金残高）の確保

現状・課題

成果目標

取組内容

①決算剰余金２分の１以上の財政調整基金への積立

②その他財政調整基金積立のルール化

③減債基金積立のルール化

→

基金残高の増・
積増しルールの

決定

\137,902千円 ※

基金残高の増

\485,852千円 ※

　慢性的な財源不足から基金の取崩が常態化しており，平成14年度末に 80億円あっ
た一般会計に属する基金残高は，23年度末で 28億円弱にまで激減した。年度間の財
源の不均衡を調整し，計画的な公債費の償還を実現するため，適正な基金残高を確保
する必要がある。

平成28年度

→
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行政改革実施プラン　進行管理票

事業分類
行政へのアプローチ
安定した歳入確保

所管課
財政課

下水道課

事業名 公債費の軽減（高金利債の借換・繰上償還）

現状・課題

平成25年度

　公債費は，過去10年間で396億9,500万円を削減したが，平成23年度決算における歳
出総額に占める割合は，普通会計で 9.2％，下水道会計で 68,8％となっている。第
三次行政改革実施プランでは，高金利債の借換により ２億6,000万円の利子軽減を実
現したが，継続的に取り組む必要がある。

借換・繰上償還に
よる利子の軽減

\33,671千円 ※

→

80%

20%

40% 60%

実施内容

平成24年度

成果目標

20%

取組内容
①高金利債借換要件の緩和について，関係機関を通じ継続的に要請する。

②民間金融機関からの借入について，借換の効果・可能性を検討する。

計

　
画

平成28年度

→

→

（未定） ※

→

\14,845千円 ※

→

\3,472千円 ※

平成27年度平成26年度

20%

→

（未定） ※

達成率
単年 20%

累計 100%

20%

→ →
関係機関への要
請・借換等の実
施

20%

実
施
状
況

実施内容

平成24年度 平成25年度

（

円
）

効
果
額

単年 42,208,000

【財政】平成14年度に借入
た住民税等減税補てん債及
び臨時財政対策債の利率が
0.6％から0.4％に見直しさ
れたことにより，減額補正
を行った。
【下水】関係機関への要
請・借換等を実施した

累計 42,208,000

成果

【財政】後年度利子額が▲
8,537千円となった。
【下水】借換・繰上償還に
より利子の軽減を図った。
（▲33,671千円）

達成率
単年 20%

累計 20%

平成28年度平成26年度 平成27年度

　※ 実施プラン策定時に既に予定されている利子軽減見込額

アウトカム
（目標が達成された

状態）

　下水道債を中心とする高金利債の借換・繰上償還が実現し，利子負担が軽減されて
いる。普通会計に占める公債費の割合が低減し，弾力的な財政運営が実現されてい
る。
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　電話催告特別チームを編成して，職員との内部連携を含めて，未納や滞納整理業務の「早期
発見・早期着手」「早期完結」を更にスピード化と完結力を重視して，都内最高徴収率を達成
する。

10%

　※ 市税の現年度分徴収率における過去の都内最高徴収率は，99.14％(平成23年度)である。

行政改革実施プラン　進行管理票

事業分類
行政へのアプローチ
安定した歳入確保

所管課 納税課

現状・課題

　市税の現年徴収率において，市制施行後最高徴収率を達成している。この高い徴収率を「最
少の経費で最大の効果（費用対効果）」により，維持，向上を目指していかなければならな
い。
　現年度徴収率が高いため，滞納繰越案件は困難滞納が大半を占めるので，徴収の取組み強
化,拡充や，適切な執行の停止を図ることが課題である。

取組内容

累計 5%

事業名 高徴収率の維持・向上等

アウトカム
（目標が達成された

状態）

　市民の納税意欲と責任感により，各年度の現年徴収率が99.0％を維持している。ま
た，都内最高徴収率（99.2% ※）を達成する。

月1,500件×12ヶ
月＝18,000件

計

　
画

実施内容

平成28年度

電話催告特別チー
ムの検討と視察

電話催告特別チー
ム設置に向けた協
議

電話催告特別チー
ムの設置【嘱託職
員等】

→

平成24年度

→

平成26年度 平成27年度平成25年度

平成27年度

月1,500件×12ヶ
月＝18,000件

20%

100%

20%

80%

特別チームでの電
話催告実施　月
1,000件×12ヶ月
＝12,000件

単年 5% 5% 50%

成果目標 検討2回
検討1回
協議の合意

達成率
60%

累計 0

実
施
状
況

実施内容

平成24年度 平成25年度

電話催告特別チームについ
て検討した結果，自動電話
催告システムなど同様の効
果が期待できる別の方法が
存在することが判明し，そ
れらとの比較検討が必要で
あることがわかった。

成果

（

円
）

効
果
額

単年 0

平成28年度平成26年度

達成率
単年 5%

累計 5%
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平成28年度

平成24年度国保特別会計決
算に向けて，歳出超過規模
の拡大とその理由について
分析を行った。また，厚生
労働省による平成24年11月
の社会保障制度改革推進会
議設置に伴い，国保保険者
都道府県移行の方向性等に
ついて情報収集を行った。

累計 0%

アウトカム
（目標が達成された

状態）

　国保特別会計繰出金の財政規模が安定的に予測でき，確実な予算積算がされ，その
予算内で決算されている。

実
施
状
況

実施内容

平成24年度 平成25年度

（

円
）

効
果
額

単年 0

達成率
単年 0%

平成26年度

10%

国保税改定を施行
したが，国保の収
支は好転しなかっ
た。

平成27年度

現状分析結果 →

累計 0

50%

60%

成果

80% 100%累計 5%

5%

平成26年度 平成27年度

20% 20%

→

本市国保財政状
況，国の制度変更
状況の分析

国保運営協議会
で，税率改定と合
わせて繰出金規模
のルール化を検討

平成26年度国保特
別会計運営及び27
年度予算積算に繰
出規模ルールを適
用・検証計

　
画

実施内容

平成24年度 平成25年度

達成率
単年 5%

行政改革実施プラン　進行管理票

事業分類
行政へのアプローチ
安定した歳入確保

所管課 保険課

事業名 国民健康保険特別会計繰出金の適正化

現状・課題

成果目標

取組内容

　平成24年度からの国保税率改定を行い，26年度までの段階的な負担増を既に定めた。また，国の政権交
代，24年度法改正による国・都道府県の補助・負担割合変更等により，本市国保財政に与える影響が不透
明な状況となっている。国保被保険者数の減少傾向などを含めて現状を分析し，平成25年度に予定してい
る国保運営協議会での次期税率改定と合わせて審議をいただき，一般会計からの繰出金のルールを定め
る。
　定めるルールは，現行の基準では当該年度の決算額が確定しないと適正な繰出規模であったかが明らか
にならないので，繰出金予算の根拠として機能し，あわせて国保税率改定時期の基準として適用できる繰
出金規模ルールを定める。モデルとしては，介護保険制度の給付総額への法定市町村定率負担12.5％，後
期高齢者医療制度の８％を下敷きに検討する。

平成28年度国保特
別会計運営及び29
年度予算積算に繰
出規模ルールを適
用・検証

ルールの具体化・決
定
ルールを適用した新
年度予算積算

ルールの改善

　平成16年度から，当該年度標準財政規模の4.4％に相当する額を超えて国保特別会
計へ繰出しを行ったときは，国保税率の引き上げを行う旨を基準としていた。
　現時点の課題として，一般市税・国保税ともに市民所得の減少を主な原因として税
収が低下しており，4.4％までを確実に国保財源に向けることが難しくなっている。

平成28年度

国保運営協議会
で，税率改定と合
わせて繰出金規模
ルールを検証，見
直し協議
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累計 16%

（

円
）

効
果
額

単年 68,295,361

累計 68,295,361

平成28年度

道路・水路等の適
正な維持管理に貢
献

平成26年度 平成27年度

実
施
状
況

実施内容

平成24年度 平成25年度

達成率
単年 16%

成果

未利用地の処分に
伴う歳入確保
固定資産税の恒久
的税収確保

100%

20%20%

・売払いによる歳
入確保及び交換に
よる道路拡幅
・積極的用地交渉
2,000㎡(東恋ヶ窪
地区等)

・売払いによる歳
入確保及び交換に
よる道路拡幅
・積極的用地交渉
2,000㎡(西恋ヶ窪
地区等)

・売払いによる歳
入確保及び交換に
よる道路拡幅
・積極的用地交渉
2,000㎡(継続・そ
の他)

特定財産
売払い等処分

¥80,000,000

特定財産
売払い等処分

¥80,000,000

成果目標

20%

特定財産
売払い等処分

¥80,000,000

60% 80%

¥80,000,000

特定財産
売払い等処分

特定財産
売払い等処分

¥80,000,000

平成25年度

達成率
20%

累計

・売払いによる歳
入確保及び交換に
よる道路拡幅
・積極的用地交渉
2,000㎡(戸倉地区
等)

・売払いによる歳
入確保及び交換に
よる道路拡幅
・積極的用地交渉
2,000㎡(日吉町地
区等)

20% 40%

単年 20%

現状・課題

　平成14年度から平成23年度まで，671,484,810円（内交換257,732,420円）の特定財
産(未利用な道路・水路等の用途廃止を行った普通財産)処分による財源の確保・固定
資産税の恒久的税収入，及び適正な維持管理，交換においては狭隘道路の拡幅を行う
ことで周辺の道路環境及び生活環境の向上を図ってきている。

平成26年度 平成27年度

取組内容
　平成17年の実態調査に基づいて，処分可能な特定財産を仕分けし，平成23年度末の処分(売
払い及び交換)可能な特定財産約17,000㎡(約150件)を，集中的かつ効果的に処分を進め，地区
を定めて５年間で約10,000㎡の用地交渉を積極的に行う。

平成28年度

計

　
画

実施内容

平成24年度

事業名 未利用財産の有効活用

アウトカム
（目標が達成された

状態）

行政改革実施プラン　進行管理票

事業分類
行政へのアプローチ
安定した歳入確保

所管課 財産管理課

　里道(赤道)や水路(青道)等の公共物(特定財産)の内，公共の用に供していない未活
用な公共物(未利用財産)について，実態調査に基づき交渉が行われ，隣接土地所有者
から用途廃止の同意を頂いた上で，売払い・交換等の処分を行い，未利用地が計画ど
おり削減している。
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行政改革実施プラン　進行管理票

事業分類
行政へのアプローチ

職員力の強化
所管課 職員課

アウトカム
（目標が達成された

状態）

　国分寺市職員として，働く意欲の高い人材や民間で培った能力・技術を備えた即戦
力としての人材が採用され，それが刺激となって職員の意識改革につながっている。
　国分寺市の職員であるという意識が高まり，有事の際の活動に積極的に取組んでい
る。また，自ら地域活動に参加し，様々な「まちづくり」に貢献している。

事業名

現状・課題

実施内容

平成24年度 平成25年度 平成26年度

採用試験方法の
見直し
募集案内の充実

　限られた人材で効率・効果的な行政運営を実現するために，より有能な人材をどの
ように採用していくかが課題である。
　職員としての適性や意欲を見極めるため，選考方法の充実に取り組む必要がある。

計

　
画

取組内容

・採用試験において，筆記試験による一定の知識検証のほか，柔軟な発想や積極性，
国分寺市職員として働く意欲を見極めるための面接など，現行の選考方法を見直す。
・職員募集案内について，市をアピールするものに内容を見直す。
・経験者採用について，必要に応じた資格や免許などを定め，市が必要としている専
門性を備えた人材を確保する。

100%

→ →

80%

20%

職員任用制度の改革

→

60%
達成率

単年

累計

20% 20%

20%

平成28年度

→

平成27年度

成果目標 受験者数の増加 → →

実
施
状
況

実施内容

平成24年度

成果

（

円
）

効
果
額

達成率

受験対象者の裾野を広
げるため，事務職対象
の試験については専門
試験を,専門職・技術職
試験については，教養
試験を廃止した。ま
た，募集案内を改め，
市の紹介，先輩職員か
らのメッセージを掲載
した。

累計 0

単年

採用試験方法の
検証・見直し
募集案内の検
証・見直し

→

平成25年度

20% 20%

平成26年度

40%

平成28年度平成27年度

単年 0

採用試験の受験者
数は前年度198名
から今年度は311
名に増加した。

16%

累計 16%
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（

円
）

効
果
額

単年

達成率
単年 5%

累計

アウトカム
（目標が達成された

状態）

　「やる気」と「実績」が評価に反映され，実力に伴う処遇が図られ，活気あふれる
職場となっている。そして，国分寺市の組織力が高まっている。

財政面における
削減効果はな
かった。

実
施
状
況

実施内容

平成24年度 平成25年度

5%

下記,研修・説明会の実
施，進行管理により，人事
考課制度の手引きに則った
運用が図られた。
・人事考課研修を新任課
長・係長，全管理職向けに
合計４回実施した。
・人事異動の時期に合わせ
庁内通知を送付するなど，
進行管理を実施した。
・一般・主任職向け，係長
職向けの人事考課説明会を
計４回実施した。

累計 0

0

70% 85% 100%

平成26年度 平成27年度 平成28年度

成果

累計

成果目標

・人事考課評価表の
期限内提出率100％
・人事考課制度に対
する職員納得度の向
上

55%

5% 50%

・検討委員会による
検討結果
・人事考課制度に対
する職員納得度の向
上

→

15%

・人事考課結果に基
づく昇給者数
・人事考課制度に対
する職員納得度の向
上

15% 15%

人事考課制度の昇
給・人事異動・人
事ルート選択への
活用計

　
画

実施内容

平成24年度 平成25年度

5%
達成率

単年

人事考課制度の厳
格な運用の徹底

・人事考課制度の
研修（年4回）
・進行管理回数
（年5回）

人事考課結果の勤
勉手当への反映

行政改革実施プラン　進行管理票

事業分類
市民へのアプローチ

職員力の強化
所管課 職員課

事業名 人事考課制度を核としたトータル人事制度の構築

現状・課題

・人事考課結果に基
づく勤勉手当支給
（年２回）
・人事考課制度に対
する職員納得度の向
上

取組内容
①人事考課制度の厳格な運用
②人事考課結果の処遇への反映（勤勉手当・昇給への反映，昇任試験への反映など）
③人事考課制度の人事異動，人事ルート選択への活用

→

　人事考課制度が導入され，組織や仕事の目標管理を人事考課制度の中で実施するこ
とで組織力を高め，質の高い行政サービス向上を促進させ，職員の人材育成も図って
きた。しかし，制度の運用が徹底されておらず，処遇への反映や人材育成に活かしき
れていない状況にある。

平成28年度

人事考課制度の運
用と検証

・検討委員会によ
る検討

平成26年度 平成27年度
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